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平成 20 年 6 月 23 日 

株式会社三菱 UFJ フィナンシャル･グループ 

「MUFG 環境に関する行動方針」の制定について 

株式会社三菱 UFJ フィナンシャル･グループ（取締役社長 畔柳
くろやなぎ

 信雄
の ぶ お

、以下 MUFG）は、「MUFG
環境に関する行動方針」を制定しました。 

本行動方針は、MUFG グループが地球環境問題への危機意識を共有し、環境への取組みを具体的

に進めるため、行動レベルの指針として新たに制定したものです。今後、MUFG グループは、環境

配慮につながる資金の流れをつくり出す商品・サービスのご提供等、総合金融グループならではの

果たすべき役割を自覚し、環境への取組みレベルを一層向上させてまいります。 

 

MUFG 環境に関する行動方針 

MUFG は、地球環境の問題を真摯に受け止め、将来世代が安心して暮らせる持続可能な

社会の実現をめざしていきます。 

 地球温暖化、資源枯渇、環境汚染といった地球環境に対する脅威が加速度的に増大し

ています。特に、アジアでは、大気や水質、土壌の汚染が深刻化しています。 

 地球環境問題は、全世界が一丸となって取組まねばならない喫緊の課題であり、   

その解決のためには、環境面から社会や生活のあり方を見直すことが不可避です。 

 将来の世代に甚大な影響を及ぼす地球環境の問題に対応することは、世界中のお客さ

ま・社会の皆さまに支えていただいている MUFG の責務であり、私たちは、未来の

環境と世代のために、持てる力を尽くしていきたいと考えます。 

 グループ従業員一人ひとりが意識を高め、自らの環境負荷低減に取組むとともに、  

資金の流れを通じて環境や社会に幅広く働きかけることができる総合金融グループ

として社会の期待に応えながら、将来の世代が安心して暮らせる持続可能な社会の実

現をめざします。 

I. 金融を通じて環境配慮型社会の創出に力を尽くして参ります。 

 個人のお客さまの環境に対する想いの受け皿となる商品・サービスをご提供します。 
 太陽光発電システムの備付けをご支援するローンを提供していきます。 
 クレジットカードを活用して、地球温暖化防止につながる排出権との接点を提供

していきます。 
 お客さまの資産とともに、豊かな社会、より良い地球を育てていく SRI（社会的

責任投資）ファンドの普及を促進していきます。 
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 法人のお客さまの環境問題への取組みを、総合金融力でサポートしていきます。   

 環境対応を進めるお客さまに対し、高い環境技術を有する企業等とも連携し、

コンサルティング、ビジネスマッチングから資金調達等まで、シームレスに  
サポートします。 

 環境対策関連の企業株式に投資する SRI 型運用商品等の開発・販売に取組み、  
また、年金基金のお客さまへの SRI の普及を通じて、環境問題に積極的に取組む

企業の活動を支援します。 

 海外では、地域の特性に応じた取組みを積極的に推進していきます。 
 アジア（特に中国）では、グループ各社の機能を活用し、CDM（クリーン開発

メカニズム）事業等を推進します。 
 欧米では、石油代替エネルギーや再生可能エネルギー分野に対するファイナンス

供与を中心とした取組みを推進します。 

 ご融資に関する基準において、金融機能を通じて環境配慮型社会へつなげていく 

ため、赤道原則に基づく対応などに加え、環境面からの視点を更に明確にしていき

ます。 

 市場の仲介機能を活用し、より多くのお客さまに安定的に排出量削減の手段を提供

するため、グループの総合力を発揮していきます。 
 CDM 事業から創出される排出権等の流動性供給機能を様々な形態でご提供しま

す。 
 価格透明性・流動性の確保を可能とする取引基盤整備の動きに対応していきます。 

II.  自らの環境負荷の低減に努め、社会貢献活動にも力を注いで参ります。 

 三菱東京 UFJ 銀行・三菱 UFJ 信託銀行・三菱 UFJ 証券は、CO2等の温室効果ガス

排出量を 2000 年度比、2012 年度までに 25%を目標に削減します。 
 温室効果ガス排出量削減に向けて、全拠点で環境負荷データの計測を進めると 

ともに、ISO14001 に基づく環境マネジメントシステムによる継続的な運用改善、

環境配慮型設備への切り替え、代替エネルギーの活用等に取組んでいきます。  
 排出権を活用して、本社等主要なビルのカーボンオフセットを推進します。 

 グループ従業員とその家族に、各々の生活においても環境改善意識が高められる 
よう、環境負荷計測ツールの提供等を行っていきます。 

 グループ従業員が参加しての植樹や、環境教育の支援、国内外の各拠点の地域貢献

活動等を通じて、環境保全に積極的に取組んでいきます。 
 

 

 

以 上 


